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研究成果の概要（和文）：過去20年ほどのあいだに大きく政治経済が変動したラテンアメリカにおける民主主義
的な価値観について、ペルーを対象に意識調査（全国規模でサンプル数2006）を実施し、1999年に実施した前回
の調査（リマ首都圏規模でサンプル数606）と比較し、変化が生じているかを比較分析した。結果としては、前
回の調査で得られた「民主主義が国家機能の結果の観点から捉えられている」状況は大きく変化しておらず、民
主主義の手続きや過程の側面ではなく、社会経済の向上と関連させて理解されていることが示された。また、前
回の調査と比較すると、今回の調査は「強力な指導力」を求める方向に階層に関係なく全体が向かっていること
も判明した。

研究成果の概要（英文）：In the ultimate almost twenty years Latin America’s politics and economy 
have passed through dynamic changes. This study took up the democratic values in this changing Latin
 America as analytical theme, focusing on Peru. An opinion poll (at national level with 2006 
samples) was conducted and its results have been compared with the previous survey carried out at 
metropolitan Lima level with 606 samples. Our comparative analysis of the two polls concludes that 
there is no significant change in the situation where “democracy is interpreted from the viewpoint 
of the State functions”, particularly in relations with the improvement of socioeconomic situations
 of the people, not from the aspect of democratic process o procedures. In addition, our ultimate 
survey reveals the increasing preference for “strong leadership” regardless of the social classes.

研究分野： 政治学、ラテンアメリカ地域研究
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研究成果の学術的意義や社会的意義
民主主義の価値としては、民主主義が唯一のルールとして定着することが根幹で、その部分が揺らぐと民主主義
が動揺し、崩壊することにもつながる。その根幹を支えるものには政党（システム）のあり方など様々なものが
あるが、最終的には、本研究で探求した民主主義的な価値観が定着しているか否かが大きく事態を左右する。本
研究は、先進国をはじめアジアなどでも民主主義が動揺し、場合によっては後退している状況の原因を価値観の
面から実証的に探ることを射程に入れている内容で、地域間比較研究の礎となるとともに、民主主義を維持ない
し再建する方向性や具体的な方策について考える手がかりを提供する。



１．研究開始当初の背景 
 1970 年代末から民主化した中南米では、それまでの国家主導による発展モデルが破綻し、市
場経済を深化させる新自由主義的な経済改革路線が推進された。だが、それも格差や貧困など
をさらに深刻化させたため、1990 年代末以降、同路線を転換する国が相次いだ。この時期から 
現在までをポスト新自由主義期と呼ぶ。 
今世紀に入り、中南米は原材料輸出ブームに沸き、その下で中間層が増加した。1990 年代末

から 2000 年代末にかけて、中南米の下層は全人口比で 78%から 63%へと低下し、中間層は 20%
から 30% へと増加した（Ferreira et al.2013 Economic Mobility and the Rise of the Latin American 
Middle Class）。 
この中間層の増加は、民主主義を支える市民の誕生と解釈されている。しかし、中間層と民主

主義を単線的に連関させる近代化論（Lipset 1959 The Political Man）を援用した、そうした楽観
的な解釈は、意識調査に基づく実証研究によって批判的に検証される必要がある。 
例えば、毎年実施される国民意識調査ラティノバロメトロを基に、中南米の主要国の民主主 

義への支持をみてみると、全体としては、今世紀に入り、民主主義への支持が低下している傾
向が見て取れる。 
このような、民主主義への支持が低下する原因は何か。近年増加した中間層は、手続・過程

としての民主主義の定着に貢献していないのか。これらを解明すべく、申請者は、ポスト新自
由主義期の中南米における民主主義的価値観を多角的かつ詳細に調査し、近年の経済発展の影
響を実証的に分析する研究を行うため、本研究課題を構想した。 
本研究の作業仮説は「民主主義が国家機能の結果の観点から捉えられている」である。これ

は申請者が 1999 年にペルーで実施した意識調査から得た知見である。同国は、民主化後の中南
米でクーデタが「成功」した最初の国で（国民の支持を得た 1992 年の憲法停止措置）、民主主
義の定着が弱い典型として知られる（村上 2004 『フジモリ時代のペルー』）。民主主義の定着
は、その手続や過程が「街の唯一のルール」となり、独立した価値として存在する状態である
（Linz and Stepan 1996 Problems of Democratic Transition and Consolidation）。申請者による前出の
調査では、民主主義が、手続・過程ではなく結果、とくに生活の向上や社会的公正の実現に関
する国家機能の評価の従属変数となっていた。つまり、結果・成果のためであれば、手続や過
程が民主主義的か否かは問わない態度である（Murakami 2000 La democracia según C y D）。今世
紀に増加した中間層も、手続・過程としての民主主義を独立した価値とは認識していない可能
性が高い。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、前述の作業仮説を実証的に検証するため、申請者が以前に行った研究を発展させ、
次の３点を基軸とする調査研究を実施する。 
(1) 個別訪問面談方式による、民主主義に関する意識調査の実施。対象は、申請者が調査実績
を持つペルーである。意識調査は、民主主義に関する認識や価値観、また政治行動について問
う多様な設問から成る。また、電話や郵便などの通信事情が悪いことから、偏りのない調査を
確実に実施するため、個別訪問面談方式を採用する。個別訪問面談方式は、調査対象者の自宅
を訪問し、本人に対し直接質問して回答を得る方法である。 
(2) 意識調査結果の分析と比較研究の実施。民主主義観ならびに手続・過程としての民主主義
の定着度を解析する。解析に当たっては、中間層に特徴的な傾向の有無に注目する。また、申
請者が 1999 年に実施した意識調査の結果と比較する。 
(3) 比較分析枠組の検討と理論化の探究。前項の分析結果を基に、比較研究の分析枠組を検討
する。そして、他の中南米諸国などの予備的な比較を行い、事例に基づく比較分析枠組を検証
する。検証結果を踏まえ、発展途上地域における民主主義の価値観と定着をめぐる比較研究へ
の地平を拓く方向性を探る。 
 
３．研究の方法 
 前節の目的を達成するため、研究期間を平成 28 年度から 30 年度までの 3 年間とし、各年度
を一つの段階として計 3 段階に分け、次の調査研究を順次実施した。 
(1) 第一段階（平成 28 年度）: 意識調査の準備。意識調査の質問票を作成する。 
(2) 第二段階（平成 29 年度）: 意識調査の実施と収集データの分析、調査対象国間の比較。 
(3) 第三段階（平成 30 年度）: 意識調査の分析結果の検証と理論化の探求。 
意識調査は、全国規模（標本数 2006、都市・農村部をカバー）で、個別訪問面談方式により

平成 29 年 12 月に実施した。調査では、属性（性別、年齢、学歴、社会階層［家電製品・自家
用車の所有状況、住まいの屋根や壁の状況など］）のほか、課題意識（約 10 の選択肢から主要
な国政の課題について三択）、投票行動（直近の大統領選挙で投票した候補）、政治参加（政党
への所属・協力や自発的結社への参加の経験）、民主主義の意味内容（民主主義の手続・過程な
いし結果に関連する約 10 の事項［三権分立、公正な選挙、経済発展、福祉の向上など］から三
択）、民主主義への支持（政治体制［民主主義、権威主義、独裁］の選好、具体的な状況［経済
危機、テロ、汚職、一般犯罪の急増など］での民主主義への支持、権威主義的な政権・措置の
最近の事例ついての是非）などの項目について、52 の質問を投げかけた。平成 30 年 1 月には、
全体の 30%にあたる調査対象者に対し、回答内容に誤りがないか、確認の作業を実施し、同作



業を終了した。結果は問題ない、という結論であった。 
また、意識調査の準備と分析結果の検証のため、フォーカスグループ（FG）を組織した。FG

とは、調査対象の 10 名程度を一箇所に集めて調査課題について自由に対話してもらい、その発
言内容から調査対象の思考や論理を抽出・分析する調査方法である。第一段階で作業仮説検証
と質問票作成のため、また第三段階での分析結果の検証のため、FG を組織した。 
第一段階、第三段階のいずれの FG も、中間層と下層の男女別に、18 歳から 50 歳までの有

権者を母集団として、海岸地域（コスタ）、山岳高地地域（シエラ）、熱帯アマゾン地域（セル
バ）の違いに配慮して、首都のリマのほか、ピウラ、トゥルヒジョ（以上、海岸地域）、クスコ、
アレキパ（以上、山岳高地地域）Lima、イキトス（熱帯アマゾン地域）の 5 地方主要都市、
計 6 ヶ所において実施した（全部で 24 グルーブ）。第一段階は平成 29 年 1 月、第三段階は平
成 31 年 2 月に、それぞれ行った。 
 
４．研究成果 
 第一段階と第三段階の FG では、民主主義について、平等、自由、公正といった、生活を送
ってゆく際の好ましい状態のあり方として理解される傾向が強く、意思決定をしたり、統治者
を統制することに人々を関与させるメカニズムという捉え方ははっきりと提示されなかった。
そのように捉えられる民主主義は、いまだ現実のものとなってはいないが、他方、民主主義的
な原則を尊重する統治者については、それはむしろ、国が直面する様々な課題に取り組むのに
十分な権威や力を備えていないと認識する傾向があることが示された。 
 具体的に、フジモリ政権の評価を尋ねたところ、多くの参加者は、極度に悪化していた治安
と経済を立て直し、安寧をもたらしたことから、権威主義的な措置について正当であったとの
認識を示した。地域的には、ペルーの中央部から北の海岸地域を中心に、そうした、基本的に
は肯定的な評価がみられた。これに対し、フジモリがとった一連の権威主義的な措置や汚職は
正当化されえないと答えた少数の参加者が存在した。地域的には山岳高地地域の南部でのグル
ープで、経済的にもフジモリ政権期にマイナスの影響を受けたことを吐露していた。 
 政治参加については、中間層、下層ともに個人主義的な志向の強さが観察された。身近な共
同体や社会の重要な課題に対しては、自分個人にとって問題とならない限りにおいて関心を示
したり、関与の意思を表したりはするものの、その克服を目指して積極的に参加していこうと
する姿勢は聞かれなかった。今世紀初頭の経済発展のなかで成長した中間層について、20 世紀
の中間層が有していた高い市民意識は持たず、個人主義的で、自己利益に直接関係する特定の
争点に関心を示すのがせいぜいで、それも限られた期間に終わる傾向があるとされることと軌
を一にしている傾向といえる。 
 続いて、第二段階の意識調査について、現時点までに分析できている範囲で、主な結果を述
べる。まず、国家の役割について、前回の 1999 年の調査では、雇用創出（61%）、企業振興（48%）、
インフラ整備（28%）、犯罪撲滅（37%）など経済社会面での向上をもたらす機能が選ばれてい
た。今回の調査でも、インフラ整備（53%）、犯罪撲滅（53%）、教育・厚生面のサービスの拡
充（47%）、雇用創出（38%）などとなっていて、政治参加の保証といった機能は注目を集めな
かった。 
 組織参加については、消極的な姿勢が目立ったことである。現在所属している社会組織につ
いて尋ねたところ、宗教関係が 30%を超えたものの、それ以外の、社会支援関係や学校関係に
ついても 20%を超えた組織はなく、多くの場合、10%前後と低調であった。同じ組織について、
以前属していたかを尋ねると、属していたと答えた回答者の割合の方が高い水準を示した。社
会組織に所属しない主な理由としては、「時間がない」が過半数以上を超えて最も多い回答であ
った。 
前回の調査では、社会支援関連の組織に参加する割合が高く、階層が低くなるにつれて、そ

の割合は高くなっていた（下層の上 9%、下層の中 18%、下層の下 25%）。今回の調査でも同様
の傾向はみられた（下層の上 7%、下層の中 15%、下層の下 29%）。ただ、全体としては、組織
に参加する割合は低下している。 
 フジモリ政権について、前回の調査では、民主的としたのが全体 43%、上層 17%、中間層 31%、
下層の上 43%、下層の中 52%、下層の下 59% だった。今回は、全体 41%、上層 31%、中間層
33%、下層の上 41%、下層の中 49%、下層の下 38% と、全体としては大きく変わらなかった
ものの、上層と下層の下の評価が逆の方向に動いたことが注目された。 
 フジモリが 1992 年にとった憲法停止措置のような非民主的な強硬措置については、前回の調
査では、正当化できるが、全体 52%、上層 30%、中間層 61%、下層の上 49%、下層の中 50%、
下層の下 55% であった。今回は、全体 53%と同水準のままで、上層 56%、中間層 55%、下層
の上 57%、下層の中 50%、下層の下 47% となっており、やはり上層と下層の下の動きが反対
であった。いずれにしても、ペルーの有権者の多くが強硬措置の正当性を認める傾向を示して
いることに大きな変化が生じていないことを示している。 
 また、より詳しく、どのような場合に正当化できるかを尋ねたところ、汚職の場合と答えた
回答者が今回は 63%と、戦争や経済危機といった事態を大幅に上回って多かった。前回の調査
でも汚職の場合と答えた回答者は多かったものの 50%で、今回の調査では前回の水準をも大き
く上回るものであった。 
 関連して注目されるのが、強力で公正な政府か、幅広い政治参加を備えた政府か、どちらを



選好するかを尋ねた質問の回答である。いずれの調査でも前者の強力で公正な政府を選ぶ有権
者が多かったのだが、全体としては今回の調査の方が数が多かった。階層別では、上層がとく
に上がった。前回の調査で強力で公正な政府を選んだのは、全体 65%、上層 57%、中間層 61%、
下層の上 65%、下層の中 64%、下層の下 77% だった。今回の調査では、全体が 81%に上がり、
上層も 91%が強力で公正な政府に賛成した。以下、中間層 76%、下層の上 80%、下層の中 84%、
下層の下 82% と全体的に上がっているが、上層ほどではなく、とくに下層の下が飛び出た形
にはなっていない点が、先の質問に対する回答と似たような傾向となっている。 
 さらに、経済の方向性については、冒頭で述べたような情勢の変化がペルーをふくむラテン
アメリカ地域で今世紀に入り起きたが、今回の調査では、大きく影響した形跡はなかった。前
回の調査では、自由主義的 30%、国家介入主義的 26%、中間的 32% だったのに対し、今回は
自由主義的 28%、国家介入主義的 29%、中間的 38% であった。 
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